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はじめに

道路橋の技術基準である道路橋示方書は，前回

改定以降明らかになった調査研究成果を盛り込む

とともに，平成２３年３月１１日の東北地方太平洋沖

地震をはじめとする近年の災害事例や，高齢化し

つつある既存の道路橋の現状なども踏まえて全編

にわたって見直しを行い，平成２４年２月１６日付け

で国土交通省都市局長，道路局長より関係各機関

に通知している。各編の主な改定点を以下に紹介

する。

共通編

●主な改定点

� 設計の基本理念として，維持管理の容易さに

加えて，維持管理の確実性についても考慮すべ

きことを規定した。

� 供用期間中に予定する維持管理の方法や必要

となる維持管理設備などについて，橋の設計段

階から適切に配慮することを規定した。

� 一部の部材の損傷等が原因となって，橋の崩

壊などの致命的な状態となる可能性について配

慮して構造設計することを規定した。

� 供用期間にわたって適切な維持管理を行うた

めに必要となる調査，設計，施工，品質管理等

の各種の記録について，維持管理に活用できる

ように保存することを規定した。

� 使用材料に降伏点の高い鉄筋（SD３９０，SD

４９０）を新たに導入した。

� 維持管理の確実性と容易さ

さまざまな外力の影響を受けつつ長期に供用さ

れる道路橋では，供用期間中の材料的な劣化や大

規模な地震，不測の事故等による変状を適切なタ

イミングで把握するとともに，補修や補強などの

措置が確実に行えることが重要である。そのた

め，今回の改定では，設計の基本理念として，設

計に当たって常に念頭におくべき事項として示さ

れていた「維持管理の容易さ」を「維持管理の確

実性と容易さ」と改め，維持管理が行える箇所に

対して維持管理行為が容易にできることのみに配

慮するのではなく，設計段階において，供用期間

中に必要となる維持管理行為を想定し，必要な箇

所全てに対してそれが確実に行えるようになって

いることにも十分な考慮がなされるように規定し

た。また，これと連動して，供用期間中に予定す

る維持管理の方法や必要となる維持管理設備など

について，橋の設計段階から適切に配慮して配置

計画や構造設計を行うべきことも条文で明記して

いる。これにより，供用期間中に実施する各種の

点検や異常時における点検についても適切に対応

できるように，設計の前提として，具体的な維持
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管理の方法等について十分に考慮されていること

が求められる。例えば，計画的に準備できる定期的

な点検に対して合理的であるだけでなく，地震等

の災害時における供用の可否を判断するために

は，速やかかつ確実に構造物の状態を把握できる

ことが不可欠となるが，近接して損傷の有無や損

傷の状態を評価することが求められる部位には発

災後直ちにアクセスできるように，あらかじめ必

要な検査路等を設けておくことも重要である（写

真―１）。

� 構造設計における補完性または代替性への

配慮

２００７年，米国で大規模な上路トラス橋が一部の

格点部の破壊によって崩落する事故（写真―２）

が発生した。また，わが国においても，近年，ア

ーチ橋の吊り材の破断やトラス橋の斜材の破断，

エクストラドーズド橋のケーブルの破断など，主

部材が供用中に突如破壊する事故事例が報告され

ている。多くの事例では，結果的には落橋には至

っていない（写真―３）ものの，設計段階でその

損傷を想定し，それに対する安全性を事前に評価

していたものではない。このように，道路橋の場

合，形式や規模によっては一部の部材の損傷や異

常による影響によって，橋全体が不安定となるこ

とや，連鎖的に損傷範囲が拡大して橋全体が致命

的な状態に至るケースも考えられる。しかし，現

時点では，そのような事態を回避できるか否かを

設計段階で確実に評価できる具体的な手法や評価

基準については十分な知見がなく，確立されてい

ない。

以上を踏まえ，今回の改定では，橋の形式や規

模によっては，一部の部材の損傷や異常の発生・

進展によって，橋全体の性能が大きく損なわれる

ことの影響を設計段階から念頭におくとともに，

橋の条件等に照らして必要と判断される場合に

は，そのような事態を回避できるよう，橋を構成

する部材や構造に補完性や代替性を付与するなど

の対策を行うことも許容されることを定めた。ま

た，橋全体の性能が大きく損なわれる損傷が想定

される部位に対して，維持管理の段階で重点的に

点検等を行うことで，重大な変状に発展する前に

確実に異常が検出できるようにすることで部材が

破壊に至ることまでは想定しないなど，実際には

さまざまな対応が可能であり，補完性または代替

性の確保については維持管理の条件なども考慮し

て総合的に判断することとなる。

� 維持管理の合理化に対する配慮

高齢化橋梁の増加に伴って顕在化しつつあるさ

まざまな橋の劣化等の異常に対して，健全性等の

診断，補修や補強等の対策の検討や実施を適切に

行うためには，その橋の当初の設計思想や適用さ

れたさまざまな基準類，使用材料の種類や品質，

完成時の応力状態を左右する架設方法や架設手

順，部材内部等に残置されている仮設物の位置や

構造など，当該橋の調査，設計，施工，品質管理

等の各種の記録が正確に残されていることが極め

て重要となる。これらの記録が残されていない場

合，現在の応力状態や部材耐力の余裕，外観から

は判断できない部材内部の構造などを多大な手間

と時間をかけて推定したり，不明な点を安全側の

判断となるように見積らざるを得ないなど，不合

理な対応を余儀なくされることになりかねない。

そのため，今回の改定では，これまでの道路橋

示方書と同様に，設計において考慮されている維

写真―３
トラス斜材の
破断事例

写真―１
検査路による
近接点検

写真―２
上路トラス橋
の崩落事例
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持管理の条件などの情報が確実に施工段階に引き

継がれることで，仮に，施工段階で条件の変更な

どにより設計内容を変更する場合にも，設計上の

前提条件との整合性を担保するために適切な措置

が行われることに配慮されるようにすることを規

定している。さらに，これに加えて，合理的な維

持管理を行うために調査，設計，施工，品質管理

等の当該橋に関わるあらゆる段階の情報を対象

に，供用期間中にわたって合理的な維持管理に資

すると考えられる各種の情報が確実に記録され，

維持管理に活かされるように適切に引き継がれる

ようにするべきことを新たに規定した。

鋼橋編

●主な改定点

� 新たに「疲労設計」の章を設け，設計の基本

的な考え方，照査方法，継手の疲労強度等級等

を規定した。

� 閉断面縦リブを有する鋼床版デッキプレート

の最小板厚を，１２mmから１６mmに見直した。

� 圧縮力を受ける部材の強度について，溶接箱

形断面部材を対象とした許容応力度を新たに規

定した。

� 軸方向力と曲げを同時に受ける部材の応力お

よび座屈に対する安定の照査式において，付加

曲げモーメントの影響を考慮するための係数を

見直した。

� 高力ボルト摩擦接合継手の厚板化・多列化に

対応して設計上の配慮規定を設けるとともに，

接合面に無機ジンクリッチペイントを塗装する

場合のすべり係数を見直した。

� 溶接施工法，溶接完了後の非破壊試験を行う

者の資格要件，疲労強度に対応した継手部の仕

上げ等，施工品質の確保に関する規定を充実し

た。

� 疲労設計法

前回の改定において，鋼橋の設計では疲労の影

響を考慮することとし，具体の設計については同

時に発刊された「鋼道路橋の疲労設計指針」が実

務上参考とできる指針として適用されてきた。同

指針に基づく疲労設計については，指針適用以降

の設計事例の調査分析等により，その妥当性が確

認されている。また，近年，既設橋のさまざまな

部材，部位で疲労損傷が報告されている実態を踏

まえると，道路橋示方書において疲労設計を明確

に位置付けた上で，鋼橋の疲労耐久性向上を図る

ことが必要とされていた。

今回の改定では，「第６章疲労設計」として新

たに章を設け，指針の内容を踏まえつつ，設計の

基本的な考え方，継手の疲労強度等級，疲労照査

の方法等を規定した。疲労設計の基本的な考え

方，方法は以下のとおりである。

� 疲労強度が著しく低い継手および溶接品質確

保が難しい構造の採用を回避する。また，活荷

重等による応力変動の影響を評価して必要な疲

労耐久性を確保する。

� 構造計算によって算出した応力度の公称値と

部材に発生する実応力との関係が明らかな場合

には，継手の種類ごとに規定した疲労強度等級

に応じて，応力度による疲労照査を実施する。

� 疲労照査が困難な場合には，二次応力に対す

る疲労耐久性が確保できるよう細部構造に配慮

する。

また，「第１８章施工」に，疲労強度等級の前提とな

る溶接部の施工品質の確保について規定した。

� 施工品質の確保

これまで既設橋のさまざまな部材，部位におい

て溶接継手部の疲労損傷が報告されており，溶接

施工時の施工品質に起因する損傷事例も見られ

る。施工品質の確保に関しては，鋼製橋脚隅角部

を対象とした品質確保の徹底について事務連絡

（平成１４年９月）により周知が行われているが，

それ以降も溶接部の施工品質に関わる不具合事例

がいまだに報告されていることなどを踏まえ，溶

接施工の各段階において配慮すべき事項および標

準的な施工方法に関する条文・解説の充実を図っ

た。主な改定点は以下のとおりである。

� 開先加工の留意事項

・鋼製橋脚隅角部のように，３方向からの溶接線

が交差する箇所では溶接欠陥が生じやすいこと
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から，溶接施工順序や開先形状などを慎重に検

討し開先加工を行うことを解説に追加。

・溶接線内で開先形状が変化する場合には，溶接

欠陥の発生防止のためおよび継手内の応力伝達

が円滑に行われるようにするため，遷移区間を

設けることを規定。

� 溶接施工の留意事項

・溶接始終端部において所定の溶接品質を確保で

きる寸法形状のエンドタブを使用することを規

定。

・完全溶込み開先溶接を行う場合における裏はつ

りの徹底。

� 非破壊試験を行う技術者の資格要件

・非破壊試験の品質を確保するため，JISに規定

された非破壊試験の資格を有した者が非破壊試

験を行わなければならないことを規定。

� 強度等級の前提となる溶接継手部の仕上げ

・溶接継手部に関して，所定の疲労強度等級を確

保するために必要となる余盛りの削除や止端仕

上げ等の溶接部の仕上げを行うことを規定。

コンクリート橋編

●主な改定点

� SD３９０，SD４９０について，適用範囲，許容応

力度，曲げ内半径等を規定した。

� 設計の合理化を図るため，合成桁橋における

桁と床版の接合に関する規定を見直した。

� 大偏心外ケーブル構造に関して新たに規定す

る等，外ケーブル構造に関する規定を充実した。

� 複合構造における接合部の安全性や耐久性等

に関する基本的事項を新たに規定した。

� 耐久性向上を図るために施工に関する規定を

充実した。

� 複合構造の接合部に関する事項

近年，複合構造に関して積極的に研究・技術開

発がなされ，コスト縮減や設計の合理化等の観点

から，断面がコンクリート部材と波形鋼板ウェブ

または鋼トラス材などの鋼部材によって構成され

る複合構造の採用が増加している。こうした複合

構造においては，接合部が最も重要な部分である

ことから，所要の安全性や耐久性を確保するため，

接合部に関する特にコンクリート部材として要求

される事項を新たに規定した。ただし，接合部の

構造にはさまざまな形式があり，具体の方法を一

概に規定することが困難なため，道路橋示方書で

は基本的な考え方を示すにとどめている。

接合部は，コンクリート部材と鋼部材において

部材相互に断面力が確実に伝達される構造とする

必要がある。例えば，波形鋼板ウェブ箱桁橋にお

けるコンクリート床版と波形鋼板ウェブの接合部

は，橋軸方向の水平せん断力と橋軸直角方向の曲

げモーメントが複合して作用するため，複雑な挙

動を示すことから，接合部の安全性について十分

に検証された構造を採用する必要がある。したが

って接合部は，実験により安全性および設計手法

の妥当性が十分に確認された構造を用いることと

した。

また接合部は，橋の供用期間中においてその機

能を発揮するために，十分な耐久性を有する構造

とする必要がある。海外の事例等において接合部

の腐食等が見受けられる場合があることから，設

計段階で接合部の耐久性確保のために十分に配慮

することを規定した。特に，コンクリート部材と

鋼部材の界面や埋込部には，横断勾配や水抜き孔

等を設けることで雨水等が滞水しないように配慮

するとともに，適切な防錆・防水処理を施すこと

が重要となる（図―１）。さらに，供用中の点検

や状態の調査等が容易に行えることを設計で考慮

するなど，維持管理への配慮も重要である。

� グラウトに関する規定

PC構造におけるグラウトは，PC鋼材の腐食を

防ぐこと，PC鋼材と部材コンクリートとの一体

性を保つことの二つの目的がある。したがって，

グラウト注入後のシース内に空隙の発生が懸念さ

図―１ 波形鋼板ウェブ接合部における配慮事例
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れるようなブリーディングや体積変化が生じない

ようにするため，平成１３年の道路橋示方書におい

て，グラウト材料はノンブリーディング型を標準

として使用することをすでに規定している。今回

の改定では，ブリーディング率が２４時間後０．０％

のグラウト用混和剤を使用することを前提とし

て，体積変化率が－０．５～０．５％の範囲を標準とす

ることとした。また，グラウトの体積変化率およ

びブリーディング率の測定について，従来のポリ

エチレン袋を用いる方法だけではなく，１．０～１．５

mの鉛直管の中心にPC鋼材を配置した試験方法

により行うことが望ましいことを解説に記述し

た。これは，シース内に配置されたPC鋼材に起

因してブリーディング水が発生することを考慮す

る条件で行うものであり，より実現象に近い試験

方法である。

また，グラウトの圧縮強度を材齢２８日で３０N／

mm２以上とすることや，グラウト中の塩化物イオ

ン量をセメント質量の０．０８％以下とすること等，

近年の施工実態や他基準との整合を考慮してグラ

ウト材料や施工に係る規定の充実を図っている。

下部構造編

●主な改定点

� 近年の施工時および供用中の不具合事例等を

踏まえて，調査位置，注意すべき条件など調査

に関する規定や，軟弱地盤および斜面上の基礎

の設計に関する規定，各基礎工法の施工方法に

関する規定を充実した。

� 施工性の向上を図るために，従来よりも降伏

点の高い鉄筋について新たに規定したほか，鉄

筋の定着方法や継手方法など鉄筋コンクリート

部材の構造細目に関する規定を充実した。

� 平成２３年東北地方太平洋沖地震など近年の地

震による被災事例等を踏まえて，橋台と背面側

の盛土等との間に位置する構造部分を橋台背面

アプローチ部として新たに位置付け，設計およ

び施工について規定した。また，支承部，落橋

防止構造等からの荷重に対する橋脚および橋台

の設計に関する規定を充実した。

� 新技術等を評価する際に必要となる道路橋基

礎に求められる基本事項を規定した。

� 近年適用事例が増えてきている回転杭工法や

深礎基礎の設計および施工について新たに規定

した。

� 橋台と上部構造を剛結することにより設計お

よび維持管理の合理化に資する橋台部ジョイン

トレス構造の設計について新たに規定した。

� 大地震時の被害への対応～橋台背面アプロ

ーチ部の規定等

平成２３年東北地方太平洋沖地震など近年の大地

震では，比較的新しい基準で作られた橋の多くが

健全であった一方，�橋台背面の著しい段差，�
斜面の変状に伴う下部構造の変位・傾斜，�支承
や落橋防止システムからの作用に伴う橋脚はりな

どの損傷が見られ，地震後の供用性に影響した事

例も多く見られた。

�への対応として，橋台と背面側の盛土等との
間に位置し，両構造間の路面の連続性を確保する

ために設ける構造部分を橋台背面アプローチ部と

して新たに定義し，橋の安全性や供用性に影響す

る重要な部分として位置付け，基礎地盤の圧密沈

下等の抑制，アプローチ部本体の安全性や排水性

の確保など，地震時等の沈下を抑制するための設

計・施工の考え方について８．９に規定した。

�への対応として，調査に関する規定を充実さ
せ，安定した地盤を把握して確実に設置・根入れ

させることとするとともに，組杭深礎基礎等を適

用する場合には補完性・代替性の確保のため４本

以上の組杭構造として安定性を高めるのがよいと

している。

�への対応として，橋脚はりなど塑性化を考慮
しない部材については，地震後の復旧等に影響を

及ぼす損傷等が生じないよう部材の降伏以内に留

めることを５．２．２に規定した。なお，落橋防止シ

ステムからの作用による損傷を防ぐため，レベル

２地震時のみならず落橋防止システムからの作用

に対しても同様の照査を行うことを示している。

� 鉄筋コンクリート部材等の施工性の向上

レベル２地震時に対する設計の全般的な導入以
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降，鉄筋コンクリート部材の必要鉄筋量が増加

し，配筋の過密化が施工上の問題となっていた。

これに対応するために，太径鉄筋や高強度の鉄筋

の適用，定着構造や継手構造に関する新たな技術

の開発・適用が見られてきている。

しかし，各技術の適用範囲・適用方法等につい

ては不明な点もあったことから，SD３９０およびSD

４９０の適用範囲・許容応力度等を定めるととも

に，定着体や機械式継手等に求められる要件や適

用範囲・適用方法について規定を充実した（４

章，７章）。例えば適用範囲に関しては，SD３９０

およびSD４９０は軸方向鉄筋，定着体はフーチング

や柱部材の中間帯鉄筋（せん断補強鉄筋として用

いる場合），機械式継手は深礎基礎の軸方向鉄筋

への適用について規定している。

既製杭の杭頭接合部では，レベル２地震時の設

計への対応から杭外周部への補強鉄筋の溶接が行

われ，施工品質の確保が問題となっていた。この

ため，検証実験に基づきSD４９０等の杭頭補強鉄筋

への適用を可能とし，杭外周部への溶接による補

強鉄筋を用いることなく必要鉄筋量の確保を可能

とした（１２．９．３）。

� 道路橋基礎に求められる基本的な要件

平成１３年道路橋示方書の性能規定化に対応し

て，従来と異なる構造・材料等を用いた基礎を道

路橋基礎として採用できる可能性が広がったもの

の，新たな基礎の設計・施工方法の確立に必要と

なる要件が必ずしも明らかでないことが課題であ

った。

このため，９．１に道路橋基礎に求められる基本

的な要件について規定した。この中では，レベル

２地震動の影響を受けた後に求められる抵抗特性

の考え方についても示した。

� 基礎の施工品質の確保

基礎の施工時に，施工前の調査，施工の順序や

方法等が適切でないために不具合を生じた事例が

散見される。基礎は地中にあり出来形管理や検査

などでの確認には限界があることから，あらかじ

め妥当性を確認した施工管理方法で施工し，その

結果を記録することで，品質を確保するプロセス

管理が不可欠となる。この観点から，中掘り杭等

の先端根固め，既製杭継手部の現場溶接等につい

て施工管理方法，検査および記録に関する規定を

充実した（１８章）。

試験杭については，支持層位置や施工管理方法

等の確認を行うため，基礎ごとに行うことを規定

した。一方で，適切な施工管理による品質確保が

前提となることに伴い，既製杭の現場溶接継手や

深礎基礎コンクリートに適用されていた許容応力

度の低減をしないこととした（４章）。

また，場所打ち杭等の鉄筋組立て時に溶接によ

る形状保持が行う場合があるが，断面減少等の欠

陥が生じるおそれや，溶接によらない接合方法が

開発されていることから，溶接による方法を避け

るよう規定した（１９．８ほか）。

� 深礎基礎の設計・施工

深礎基礎は地下水位の低い斜面上に適用される

基礎工法で，近年，杭基礎や直接基礎に次いで採

用実績が多くなっている。従来は，場所打ち杭の

規定の中で部分的に示していたが，最近では施工

技術の進展に伴い，従来の規定では対応できない

大口径の柱状体構造の採用も増えてきている。一

方で，深礎基礎の多くが設置される岩盤について

は，亀裂を踏まえた支持力の評価やピーク強度後

の評価等について課題となっていた。施工面で

も，鉄筋の崩落事故が生じるなど，安全で適切な

品質が確保される施工方法の確立が課題となって

いた。

このため，深礎基礎の設計および施工について

新たに章立てし，組杭深礎基礎，柱状体深礎基礎

それぞれの設計法を示すとともに，所要の性能や

安全性を確保するための施工方法に関する規定を

行った（１５章および２２章）。この中で，岩盤につ

いては，試験結果等に基づき基礎底面の地盤反力

度の上限値を新たに定めるとともに，塑性化後の

強度等について示している。また，崩落事故を踏

まえた鉄筋組立に関する規定など，施工に関する

留意点等の記述を充実している。

なお，深礎基礎については，『設計施工便覧』

の発刊が予定されており，調査，設計および施工

の考え方等の詳細が便覧に示される。
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� 橋台部ジョイントレス構造の規定

近年，既設橋の多くで桁端部や支承部での腐食

等が生じ，維持管理上の大きな課題となってい

る。こうしたことから，橋台と上部構造を剛結し

て支承と伸縮装置を省略する橋台部ジョイントレ

ス構造（門型ラーメン構造，インテグラルアバッ

ト構造）の設計法について新たに８．８に規定し

た。同構造の採用により，地震時の落橋に至るリ

スクの軽減やコストの縮減も期待される。ただ

し，上部構造の温度変化に伴う変位などの影響を

受けることから，比較的短い単径間の橋で用いる

など，構造別の適用範囲・条件についても併せて

示している。

耐震設計編

●主な改定点

� 東海地震，東南海地震，南海地震等のプレー

ト境界型の大規模地震を考慮するためにレベル

２地震動（タイプ�）を見直した。
� 津波に関する地域の防災計画等を考慮した上

で橋の構造を計画することを規定した。

� 道路橋示方書において要求される性能を明確

にするために，地震の影響を支配的に受ける部

材に求められる基本事項を明示した。

� 鉄筋コンクリート橋脚の水平力－水平変位関

係の算出方法において，軸方向鉄筋の引張ひず

みによって定義される限界状態に基づく評価方

法を導入した。また，この評価方法において，

SD３９０およびSD４９０を軸方向鉄筋として使用す

る場合の適用性についても示した。

� 実験データの蓄積に伴い，鋼製橋脚の許容ひ

ずみの算出式や適用範囲を見直した。

� レベル２地震動に対して支承部に求められる

機能に基づく基本条件を明確にするとともに，

維持管理の確実性および容易さに配慮し，支承

部周辺の構造の合理化を図った。

� 橋の構造特性に応じてより合理的に落橋を防

止できるようにするために，落橋防止システム

の規定を見直した。

� レベル２地震動（タイプ�）の見直し
平成２３年に発生した東北地方太平洋沖地震は海

洋性のプレート境界型の地震であったが，東海地

震，東南海地震，南海地震等のプレート境界型の

大地震発生の逼迫性も公表されていること等を受

け，今回の改定では，近年得られた強震記録およ

び回帰分析法の改良によって高度化された距離減

衰式を用いてプレート境界型の大地震による地震

動を推定した結果をもとに，レベル２地震動（タ

イプ�）を見直している。これにあわせて，地域
別補正係数については，従来の地域別補正係数と

は別に，東海地震，東南海地震，南海地震等のプ

レート境界型の大規模地震の各地域における影響

の度合いを踏まえて，レベル２地震動（タイプ

�）に対して適用する地域別補正係数を新たに設
定している。

図―２は，従来のタイプ�の地震動，今回見直
したタイプ�の地震動およびタイプ	の地震動の
標準加速度応答スペクトルを比較して示したもの

図―２ 標準加速度応答スペクトルの比較
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である。今回改定したタイプ�地震動は，スペク
トルのピークは従来のタイプ�地震動に比べて大
きく，長周期側についてはタイプ�の地震動より
大きく設定している。

また，今回の改定では，７章の動的照査法によ

る耐震性能の照査方法において，これらの加速度

応答スペクトルに近い特性を有するように振幅調

整した加速度波形を解説に示したが，タイプ�の
地震動については，平成１５年十勝沖地震と平成２３

年東北地方太平洋沖地震においてそれぞれ観測さ

れた強震記録をもとに加速度波形を設定してお

り，東北地方太平洋沖地震において観測された地

震動の特徴である継続時間が長い特性を動的照査

法においても考慮できるようにしている。

� 津波を考慮した橋の構造計画の規定

東北地方太平洋沖地震では，極めて大きな津波

により道路橋にも大きな被害が生じたところであ

るが，今回の改定では，津波に関する地域の防災

計画等を考慮した上で橋の構造を計画することを

規定した。これは，津波に対しては道路橋単独で

対策を考えるのではなく，他の施設も含めた地域

全体として計画される防災対策や避難対策等に応

じて，その橋を含む路線に求められる性能を検討

し，その上で当該性能を満たすことができるよう

な橋の構造を計画することが重要であるという意

図である。なお，津波に対する橋の構造計画の考

え方の例として，防災という観点から，津波に関

する地域の防災計画等を参考にしながら津波の高

さに対して桁下空間を確保すること，また減災と

いう観点から，津波の影響を受けにくいような構

造的工夫を施すこと，上部構造が流出しても復旧

しやすいように構造的な配慮をすること等を解説

に例示した。

� 落橋防止システムの規定の見直し

過去１００年間のわが国における地震による道路

橋の落橋モードの分析および近年採用が多い多径

間連続橋の地震時の挙動特性等を踏まえ，橋の構

造特性に応じてより合理的に落橋を防止できるよ

うにするために，落橋防止システムの規定を見直

した。特に，落橋に至るまでの挙動（シナリオ）

を適切に設定し，それに応じた対策を行うことが

重要であることを明確にするとともに，こうした

落橋シナリオの検討に基づき，橋軸方向に大きな

変位が生じにくい構造特性を有する橋または端支

点の鉛直支持が失われても上部構造が落下しない

構造特性を有する橋に対しては，橋軸方向の落橋

防止構造を省略してもよいとし，従来よりも落橋

防止構造の設置を省略できる範囲を拡大した。

ここで，橋軸方向に大きな変位が生じにくい構

造特性を有する橋とは，レベル２地震動に対して

設計された支承部により上部構造が支持され，か

つ，道路橋示方書に規定する桁かかり長が確保さ

れていることを前提とした上で，落橋に至るよう

な大きな相対変位が上下部構造間に生じにくい構

造特性を有する橋のことである。したがって，例

えば，既設橋の耐震補強設計を本示方書を適用し

て行う場合において，対象とする既設橋がこれら

の前提を満たしていない場合には，落橋に至るよ

うな大きな相対変位が上下部構造間に生じにくい

構造特性に該当する場合にも，落橋防止構造を省

略してよいという解釈にはならないため，注意が

必要である。

また，従来の規定において，支承部を補完する

ために設置されていた変位制限構造と斜橋や曲線

橋等に対して橋軸直角方向の落橋防止対策として

設置される変位制限構造は，役割が異なるもの

の，これまで同じ名称で規定されてきており，混

同されることもあったため，今回の改定では，落

橋防止ステムの１要素として橋軸直角方向の落橋

防止対策として設置される構造を横変位拘束構造

と呼称することとした。

さらに，落橋防止構造や横変位拘束構造は，こ

れらが機能する際の力の伝達機構を考えれば，当

該構造が取り付けられる下部構造等の水平耐力以

上の抵抗力は期待できないため，これを踏まえて

これらの構造の設計地震力を見直している。

また，東北地方太平洋沖地震においては，支承

部の損傷等の影響が落橋防止構造の取付部にまで

及んだ事例が確認されたことから，支承部が損傷

しても，その影響が落橋防止構造には及ばず，落

橋防止構造に期待する機能が確実に発揮されるよ

うに取り付けることを規定した。
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